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公公益益社社団団法法人人不不動動産産保保証証協協会会兵兵庫庫県県本本部部  

第第 5522回回  定定時時総総会会    次次第第  
 

 司会者        
11．．開開会会のの辞辞  
  
22．．総総会会出出席席状状況況報報告告  
  

代 議 員 数    57名（※） 
出席代議員数      名      委 任 者 数     名 
有効出席者数      名 

  
33．．本本部部長長挨挨拶拶  
  
44．．議議長長団団選選出出  
 

議 長             副 議 長 
 
55．．議議事事録録署署名名人人・・作作成成人人選選出出  
  
66．．報報告告事事項項  

1. 令和６年度事業報告に関する件 

2. 令和６年度決算報告に関する件 

3. 令和６年度監査報告に関する件 

4. 令和７年度事業計画に関する件 

5. 令和７年度収支予算に関する件 
 

77．．決決議議事事項項  
第 1号議案 総本部代議員選出に関する件 

第 2号議案 兵庫県本部役員の選任に関する件 

① 兵庫県本部理事３０名の選任 

② 兵庫県本部監事３名の選任 

 第 3号議案 総本部理事候補者の選出に関する件 

 
 

88．．閉閉会会のの辞辞  
  

 
（※）令和 7年 3月 1日基準日の正会員数 1,136名に基づき算出 



 
 

報報告告事事項項  １１．．令令和和６６年年度度事事業業報報告告にに関関すするる件件  
  
  

公公益益社社団団法法人人不不動動産産保保証証協協会会兵兵庫庫県県本本部部  
令令和和６６年年度度  事事業業報報告告書書  

 
自 令和 ６年 ４月 １日 
至 令和 ７年 ３月３１日 

 
はじめに 
公益社団法人不動産保証協会では、公益目的事業として『宅地建物取引業に関する研修事業』、『宅

地建物取引業に係る取引に関する紛争を解決する事業（苦情の解決、弁済業務）』、『その他宅地建物

取引業に係る取引に関する紛争の予防又は解決に資する事業（手付金等保管事業、手付金保証業務、

一般保証業務）』を掲げています。 
 
当本部は、『宅地建物取引業に関する研修事業』としてより公益に資するため、会員業者に限らず、

広く一般の方も受講することが可能な研修会として開催しています。 
ｅラーニング形式の研修は、場所や時間を問わず受講できるため、多くの会員から好評を得ており、

今後も会員の利便性を図るとともに、広く一般の方も受講いただける取り組みを検討して参ります。 
 
また、『宅地建物取引業に係る取引に関する紛争を解決する事業』に関しては、保証協会近畿地区

協議会と連携した総本部主催の研修会に参加し、取引相談の担当者に向けた専門知識の向上や指導方

法の習得等、相談員の資質向上を図りました。今年度は、一般消費者向けに開催している不動産無料

相談会へ寄せられた相談のうち、会員との取引に係るトラブルについて苦情受付に至る案件はござい

ませんでした。多様化する不動産トラブルに対し、的確に対応し解決処理できる体制を維持できるよ

う、今後も当本部役職員が一体となって取り組むと共に、更なる研鑽に励んで参ります。 
 
『その他宅地建物取引業に係る取引に関する紛争の予防又は解決に資する事業』の１つである一般

保証業務は、一般消費者が決済前に先払いする手付金等の返還債務を取引が完了するまで保証協会が

保証する本会独自の制度です。会員は本制度を自社の物件広告等に周知ができ、消費者は一般保証制

度を利用できることで、安全・安心な取引を行えるなどの利点があります。会員各位におかれては、

是非積極的にご利用ください。 
 
以下、令和６年度に実施した事業の詳細について報告いたします。 
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（（11））法法定定研研修修会会のの実実施施報報告告  
①①実実施施概概要要  

    実施期間 研修テーマ及び講師 

第 1回 
R06.07.12～R06.09.12 
インターネット等による 
受講形式（ｅラーニング） 

１．借地借家法の体系的理解と実務① 

講 師    弁護士 吉田 修平 氏 

第 2回 
R06.09.13～R06.10.31 
インターネット等による 
受講形式（ｅラーニング） 

１．借地借家法の体系的理解と実務② 

 講 師     弁護士 吉田 修平 氏 

第 3回 
R06.11.15～R06.12.31 
インターネット等による 
受講形式（ｅラーニング） 

１． ヒヤリハット！トラブル事例に学ぶ物件調査の 

深掘りと重要事項説明 

 講 師  公益財団法人不動産流通推進センター 

        参事 渡邉 宏 氏 

２．『住まいの税制』のポイントをつかむ！ 

   講 師    税理士 山端 康幸 氏   

  
②②受受講講者者数数とと受受講講率率  
令和５年度・令和６年度の法定研修会（ｅラーニング）の受講者数とその受講率の動向は下記のと

おりである。 

  

  
令和５年度 
第１回 

令和５年度 
第２回 

令和５年度 
第２回 

令和６年度 
第１回 

令和６年度 
第２回 

令和６年度 
第３回 

eラーニング受講者数 874 926 882 928 932 916 
対象会員数 1,258 1,264 1,267 1,313 1,313 1,321 

eラーニング受講率 69.5% 73.3% 69.6% 70.7% 71.0% 69.3% 

(人数) 

 
 

ⅠⅠ  公公益益目目的的事事業業のの実実施施  

 

１１．．宅宅地地建建物物取取引引業業にに係係るる取取引引にに関関すするる紛紛争争をを解解決決すするる事事業業  

 

○○苦苦情情のの解解決決業業務務  
宅地建物取引業法第６４条の３並びに第６４条の５に基づく「苦情解決業務」の実施状況は、次

のとおりである。 
  

（（11））苦苦情情処処理理・・取取引引相相談談業業務務 
今年度は、一般消費者からの苦情申出により取引相談委員会において処理した案件は発生しな

かった。引き続き苦情件数０を目指し、法定研修会等の成果を実らせていきたい。 
 

（（22））取取引引･･苦苦情情処処理理等等にに関関すするる研研修修会会へへのの参参加加  

総本部主催の近畿地区取引・苦情処理業務指導者研修会が、令和６年１２月５日にホテルモン

トレグラスミア大阪で開催され、当県本部から５名が参加した。この研修会は、不動産取引に関

する苦情処理、不動産無料相談の実務担当者を対象とし、その業務に必要な専門知識の習得及び

指導者養成を目的とした研修である。 
 
 
○○弁弁済済業業務務  

宅地建物取引業法第６４条の８に基づく「弁済業務」は、当県本部会員の努力の結果、本年度

は発生していない。 

 

 

○○求求償償業業務務  
平成２９年度、平成３０年度に弁済認証を行った２社の求償債務者に対し状況確認等を行い、求

償債権回収に努めた。令和６年度は、１社１６万円の回収ができた。 
総本部主催の求償業務研修会が令和７年２月１８日に開催され、求償委員長が出席した。 

  
 

 

２２．．宅宅地地建建物物取取引引業業にに関関すするる研研修修事事業業  

  

○○教教育育研研修修（（法法定定研研修修））業業務務  
宅地建物取引業法第６４条の３並びに第６４条の６に基づき、会員その他の宅地建物取引業の業

務に従事し、又は従事しようとする者に対し、宅地建物取引業に必要な知識及び能力についての研

修を実施し、宅地建物取引に関する紛争を未然に予防し、もって、消費者の利益を保護するととも

に宅地建物取引業の適正な運営と取引の公正を確保するため、研修会実施要綱に基づき研修会を次

のとおり実施した。  
          なお、今年度も全ての研修会をインターネット等による受講（eラーニング）形式での開催とし

た。 
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３３．．そそのの他他宅宅地地建建物物取取引引業業にに係係るる取取引引にに関関すするる紛紛争争のの予予防防又又はは解解決決にに資資すするる事事業業  

  

○○手手付付金金等等保保管管事事業業  
宅地建物取引業法第６４条の３第２項の規定に基づく「手付金等保管事業」について、会員から

の問い合わせはあったが、実施には至らなかった。 

  

  

○○手手付付金金保保証証業業務務  
宅地建物取引業法第６４条の３第３項の規定に基づき手付金保証金の支払請求があった場合は迅

速かつ的確な処理に努めなければならないが、今年度の利用実施はなかった。  
 

 

○○一一般般保保証証業業務務  
宅地建物取引業に関し取引をした消費者等の利益の擁護を一層充実強化することを目的とする一

般保証制度について、会員からの問い合わせはあったが、実施には至らなかった。  
  
  
  
ⅡⅡ  そそのの他他のの活活動動のの実実施施  

 

○○広広報報関関係係業業務務  
公益社団法人全日本不動産協会兵庫県本部と連携し、業界の情報提供および広報活動の充実を図

るため、ホームページの維持管理及び機能追加に努め、会員向けサービス、コンテンツの充実を図

った。  
 
 

○○組組織織活活動動のの充充実実強強化化  
令和６年度会員の加入及び退会の数は下記のとおりであり、入会にあたっては公正な入会審査を

行い、優良会員の加入促進に努めた。入退会状況は、次のとおりである。  
本本店店（（主主たたるる事事務務所所））    

期 首 入 会 移籍入会 退 会 移籍退会 期 末 

1,108 65 4 35 4 1,138 
※入会・退会者数には組織変更による継続入会退会を含まない。   【前年度比＋３０】 
支支店店（（従従たたるる事事務務所所））  

期 首 入 会 移籍入会 退 会 移籍退会 期 末 

111 5 0 7 0 109 
                                       【前年度比－２】  

大大臣臣免免許許のの支支店店  ※県外に本店がある事務所  

期 首 入 会 
移 籍 

退 会 期 末 
他府県から 他府県へ 

69 7 1 0 4 73 
                                         【【前年度比＋４】】  
  
  

 
 

（（22））特特別別研研修修会会のの実実施施報報告告  
研修会実施要綱に基づき、法定研修会と特別研修会を区別して実施した。 
実施概要は以下の通りである。 

対 象 者 令和６年３月以降の新入会員および令和６年度第１～３回法定研修会において 
６０％の受講を達成していない会員 

実施期間 R07.01.14～R07.02.28 

研修内容 

１.「不動産広告表示の規制等について」 

講 師 公益社団法人首都圏不動産公正取引協議会 齋藤 太郎 氏 

２．「重要事項説明の基本的事項、重要事項説明に関するトラブル事例と 

その対応について」 

   講 師 一般財団法人不動産適正取引推進機構   中戸 康文 氏  

開催方法 インターネット等による受講形式（ｅラーニング） 
受講者数 ６８６名 

 
  

（（33））研研修修用用ビビデデオオ・・DDVVDDのの活活用用  
会員に対して、当本部所有の研修用ＤＶＤの貸出しについて、会員からの問い合わせに応じて   

貸出を行った。  
現在、県本部において所有しているＤＶＤは以下のとおりである。 
№ ＤＶＤタイトル 
１  賃貸住宅管理業務 クレーム対応のポイント 騒音・ゴミ編 

２  重説トラブル解決策 道路編 

３  賃貸住宅管理業務 クレーム対応のポイント 接客応対編 

４  来店客獲得 アイディア実例集 

５  実践！賃貸仲介実務 高齢者編 

６  売買仲介実務のポイント 検証！瑕疵担保責任 

７ 賃貸仲介実務のポイント ～学生入居者編～ 
８  事例に学ぶ 仲介不動産会社の説明義務 

９  実践！物件撮影のポイント 

１０  不動産会社向け 接客マナーの基礎講座 

１１  売買仲介 地積調査のポイント 

１２  火災に備える賃貸管理業務 ３つのポイント 

１３  契約関連業務 トラブル未然防止のポイント 

１４  物件案内のポイント 

１５  トランクルームサービス実務のポイントと成功実例集 

１６  不動産広告 活用事例集 

１７  賃貸仲介における消費者契約法 

１８  調べておきたい！ライフライン調査 ～電気・ガス編～ 

１９  オーナー・入居者からの信頼獲得実例集 

２０  原状回復 困ったときのＱ＆Ａ 
２１  トラブルを未然に防ぐ ライフライン調査（上下水道編） 
２２  賃貸管理Ｑ＆Ａ トラブル解決のポイント 

２３  賃貸物件仲介の実務（居住用・事業用）セット 

－ 4 －



 
 

３３．．そそのの他他宅宅地地建建物物取取引引業業にに係係るる取取引引にに関関すするる紛紛争争のの予予防防又又はは解解決決にに資資すするる事事業業  

  

○○手手付付金金等等保保管管事事業業  
宅地建物取引業法第６４条の３第２項の規定に基づく「手付金等保管事業」について、会員から

の問い合わせはあったが、実施には至らなかった。 

  

  

○○手手付付金金保保証証業業務務  
宅地建物取引業法第６４条の３第３項の規定に基づき手付金保証金の支払請求があった場合は迅

速かつ的確な処理に努めなければならないが、今年度の利用実施はなかった。  
 

 

○○一一般般保保証証業業務務  
宅地建物取引業に関し取引をした消費者等の利益の擁護を一層充実強化することを目的とする一

般保証制度について、会員からの問い合わせはあったが、実施には至らなかった。  
  
  
  
ⅡⅡ  そそのの他他のの活活動動のの実実施施  

 

○○広広報報関関係係業業務務  
公益社団法人全日本不動産協会兵庫県本部と連携し、業界の情報提供および広報活動の充実を図

るため、ホームページの維持管理及び機能追加に努め、会員向けサービス、コンテンツの充実を図

った。  
 
 

○○組組織織活活動動のの充充実実強強化化  
令和６年度会員の加入及び退会の数は下記のとおりであり、入会にあたっては公正な入会審査を

行い、優良会員の加入促進に努めた。入退会状況は、次のとおりである。  
本本店店（（主主たたるる事事務務所所））    

期 首 入 会 移籍入会 退 会 移籍退会 期 末 

1,108 65 4 35 4 1,138 
※入会・退会者数には組織変更による継続入会退会を含まない。   【前年度比＋３０】 
支支店店（（従従たたるる事事務務所所））  

期 首 入 会 移籍入会 退 会 移籍退会 期 末 

111 5 0 7 0 109 
                                       【前年度比－２】  

大大臣臣免免許許のの支支店店  ※県外に本店がある事務所  

期 首 入 会 
移 籍 

退 会 期 末 
他府県から 他府県へ 

69 7 1 0 4 73 
                                         【【前年度比＋４】】  
  
  

 
 

（（22））特特別別研研修修会会のの実実施施報報告告  
研修会実施要綱に基づき、法定研修会と特別研修会を区別して実施した。 
実施概要は以下の通りである。 

対 象 者 令和６年３月以降の新入会員および令和６年度第１～３回法定研修会において 
６０％の受講を達成していない会員 

実施期間 R07.01.14～R07.02.28 

研修内容 

１.「不動産広告表示の規制等について」 

講 師 公益社団法人首都圏不動産公正取引協議会 齋藤 太郎 氏 

２．「重要事項説明の基本的事項、重要事項説明に関するトラブル事例と 

その対応について」 

   講 師 一般財団法人不動産適正取引推進機構   中戸 康文 氏  

開催方法 インターネット等による受講形式（ｅラーニング） 
受講者数 ６８６名 

 
  

（（33））研研修修用用ビビデデオオ・・DDVVDDのの活活用用  
会員に対して、当本部所有の研修用ＤＶＤの貸出しについて、会員からの問い合わせに応じて   

貸出を行った。  
現在、県本部において所有しているＤＶＤは以下のとおりである。 
№ ＤＶＤタイトル 
１  賃貸住宅管理業務 クレーム対応のポイント 騒音・ゴミ編 

２  重説トラブル解決策 道路編 

３  賃貸住宅管理業務 クレーム対応のポイント 接客応対編 

４  来店客獲得 アイディア実例集 

５  実践！賃貸仲介実務 高齢者編 

６  売買仲介実務のポイント 検証！瑕疵担保責任 

７ 賃貸仲介実務のポイント ～学生入居者編～ 
８  事例に学ぶ 仲介不動産会社の説明義務 

９  実践！物件撮影のポイント 

１０  不動産会社向け 接客マナーの基礎講座 

１１  売買仲介 地積調査のポイント 

１２  火災に備える賃貸管理業務 ３つのポイント 

１３  契約関連業務 トラブル未然防止のポイント 

１４  物件案内のポイント 

１５  トランクルームサービス実務のポイントと成功実例集 

１６  不動産広告 活用事例集 

１７  賃貸仲介における消費者契約法 

１８  調べておきたい！ライフライン調査 ～電気・ガス編～ 

１９  オーナー・入居者からの信頼獲得実例集 

２０  原状回復 困ったときのＱ＆Ａ 
２１  トラブルを未然に防ぐ ライフライン調査（上下水道編） 
２２  賃貸管理Ｑ＆Ａ トラブル解決のポイント 

２３  賃貸物件仲介の実務（居住用・事業用）セット 

－ 5 －



報報告告事事項項　　２２．．令令和和６６年年度度決決算算報報告告にに関関すするる件件

当 年 度 前 年 度 増 減

現金預金 27,919,176 28,961,924 △1,042,748

未収会費 174,000 150,000 24,000

2288,,009933,,117766 2299,,111111,,992244 △△11,,001188,,774488

0 0 0

建物 70,000 70,000 0

電話加入権 70,000 70,000 0

7700,,000000 7700,,000000 00

7700,,000000 7700,,000000 00

2288,,116633,,117766 2299,,118811,,992244 △△11,,001188,,774488

前受金 142,000 0 142000

預り金 4,207,576 7,001,707 △2,794,131

44,,334499,,557766 77,,000011,,770077 △△22,,665522,,113311

0 0 0

44,,334499,,557766 77,,000011,,770077 △△22,,665522,,113311

0 0 0

23,813,600 22,180,217 1,633,383

0 0 0

2233,,881133,,660000 2222,,118800,,221177 11,,663333,,338833

2288,,116633,,117766 2299,,118811,,992244 △△11,,001188,,774488

(2)その他固定資産

貸貸　　借借　　対対　　照照　　表表
令令和和77年年33月月3311日日現現在在

(単位：円)

勘 定 科 目

I　資産の部

1.流動資産

流流動動資資産産合合計計

2.固定資産

(1)特定資産

特定資産合計

指定正味財産合計

そそのの他他固固定定資資産産合合計計

固固定定資資産産合合計計

資資産産合合計計

Ⅱ　負債の部

1.流動負債

流流動動負負債債合合計計

2.固定負債

固定負債合計

負負債債合合計計

Ⅲ　正味財産の部

1.指定正味財産

（うち特定資産への充当額）

2.一般正味財産

（うち特定資産への充当額）

正正味味財財産産合合計計

負負債債及及びび正正味味財財産産合合計計

 
 

○○総総務務関関係係業業務務  
当県本部が開催した会議（全日との合同開催を含む）等は、次のとおりである。 

会議の名称 回数 開催日 

第５１回定時総会 １回 5/24       

理事会 ７回 4/16 6/4 7/30 10/24 12/13 2/13 3/24 

常務理事会 ４回 4/16 5/16 10/24 11/26    

監査会 ２回 4/11 10/11      

会務運営会議 ９回 
4/4 4/16 6/4 7/12 9/26 1/20 2/13 

3/21 3/24      

入会審査委員会 １２回 
4/11 5/17 6/13 7/12 8/20 9/12 

(書面) 10/18 

11/15 12/16 
(書面) 1/16 2/14 3/13 

(書面)   

教育研修委員会 ２回 4/9 8/29      

取引相談委員会 ２回 4/8 8/27      

求償委員会 ２回 4/8 8/27      

手付金保証業務・ 
手付金等保管業務委員会 ２回 4/10 9/19      

綱紀委員会 ２回 7/12 9/26      

代議員選挙管理委員会 １回 3/14       

 
  （注）開催方法の記載が無いものは、ＺＯＯＭを併用したハイブリット形式等での会議  

 
 

以 上   
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報報告告事事項項　　２２．．令令和和６６年年度度決決算算報報告告にに関関すするる件件

当 年 度 前 年 度 増 減

現金預金 27,919,176 28,961,924 △1,042,748

未収会費 174,000 150,000 24,000

2288,,009933,,117766 2299,,111111,,992244 △△11,,001188,,774488

0 0 0

建物 70,000 70,000 0

電話加入権 70,000 70,000 0

7700,,000000 7700,,000000 00

7700,,000000 7700,,000000 00

2288,,116633,,117766 2299,,118811,,992244 △△11,,001188,,774488

前受金 142,000 0 142000

預り金 4,207,576 7,001,707 △2,794,131

44,,334499,,557766 77,,000011,,770077 △△22,,665522,,113311

0 0 0

44,,334499,,557766 77,,000011,,770077 △△22,,665522,,113311

0 0 0

23,813,600 22,180,217 1,633,383

0 0 0

2233,,881133,,660000 2222,,118800,,221177 11,,663333,,338833

2288,,116633,,117766 2299,,118811,,992244 △△11,,001188,,774488

(2)その他固定資産

貸貸　　借借　　対対　　照照　　表表
令令和和77年年33月月3311日日現現在在

(単位：円)

勘 定 科 目

I　資産の部

1.流動資産

流流動動資資産産合合計計

2.固定資産

(1)特定資産

特定資産合計

指定正味財産合計

そそのの他他固固定定資資産産合合計計

固固定定資資産産合合計計

資資産産合合計計

Ⅱ　負債の部

1.流動負債

流流動動負負債債合合計計

2.固定負債

固定負債合計

負負債債合合計計

Ⅲ　正味財産の部

1.指定正味財産

（うち特定資産への充当額）

2.一般正味財産

（うち特定資産への充当額）

正正味味財財産産合合計計

負負債債及及びび正正味味財財産産合合計計

 
 

○○総総務務関関係係業業務務  
当県本部が開催した会議（全日との合同開催を含む）等は、次のとおりである。 

会議の名称 回数 開催日 

第５１回定時総会 １回 5/24       

理事会 ７回 4/16 6/4 7/30 10/24 12/13 2/13 3/24 

常務理事会 ４回 4/16 5/16 10/24 11/26    

監査会 ２回 4/11 10/11      

会務運営会議 ９回 
4/4 4/16 6/4 7/12 9/26 1/20 2/13 

3/21 3/24      

入会審査委員会 １２回 
4/11 5/17 6/13 7/12 8/20 9/12 

(書面) 10/18 

11/15 12/16 
(書面) 1/16 2/14 3/13 

(書面)   

教育研修委員会 ２回 4/9 8/29      

取引相談委員会 ２回 4/8 8/27      

求償委員会 ２回 4/8 8/27      

手付金保証業務・ 
手付金等保管業務委員会 ２回 4/10 9/19      

綱紀委員会 ２回 7/12 9/26      

代議員選挙管理委員会 １回 3/14       

 
  （注）開催方法の記載が無いものは、ＺＯＯＭを併用したハイブリット形式等での会議  

 
 

以 上   
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予 算 額 決 算 額 差 異 実施率 備 考

3,000 0 3,000 0%

1,000 0 1,000 0%

10,000 0 10,000 0%

8,000 0 8,000 0%

2,000 0 2,000 0%

120,000 124,300 △4,300 104%

119,000 123,860 △4,860 104% 議案書作成費,式次第･吊看板費用

1,000 440 560 44% 振込手数料

71,500 61,165 10,335 86%

19,500 10,500 9,000 54% マネーガード保険料

22,000 22,000 0 100% 法人税均等割

30,000 28,665 1,335 96% 振込手数料等

10,003,000 10,002,200 800 100%

3,000 2,200 800 73% 消費税負担分

10,000,000 10,000,000 0 100% 全日兵庫へ

△△339988,,666600 11,,663333,,338833 △△22,,003322,,004433 △△441100%%

0 0 0 0%

△△339988,,666600 11,,663333,,338833 △△22,,003322,,004433 △△441100%%

0 0 0 0%

0 0 0 0%

0 0 0 0%

0 0 0 0%

0 0 0 0%

0 0 0 0%

0 0 0 0%

0 0 0 0%

0 0 0 0%

0 0 0 0%

00 00 00 00%%

△398,660 1,633,383 △2,032,043 △△441100%%

24,710,595 22,180,217 2,530,378 90%

24,311,935 23,813,600 498,335 98%

2244,,331111,,993355 2233,,881133,,660000 449988,,333355 9988%%

総総会会費費

勘 定 科 目

2 通信運搬費

3 支払手数料

一一般般保保証証事事業業

1 旅費交通費

2 通信運搬費

当当期期経経常常増増減減額額

1 印刷製本費

2 支払手数料

事事務務局局費費

1 保険料

2 租税公課

3 支払手数料

共共通通

1 租税公課

2 支払負担金

評評価価損損益益等等調調整整前前当当期期経経常常増増減減額額

評価損益等

当期一般正味財産増減額

経常外収益

固定資産売却益

固定資産受贈益

過年度損益修正益

経常外費用

固定資産売却損

固定資産除却損

固定資産減損損失

災害損失

過年度損益修正損

当当期期経経常常外外増増減減額額

正正味味財財産産期期末末残残高高

一般正味財産期首残高

一般正味財産期末残高

当期指定正味財産増減額

指定正味財産期首残高

指定正味財産期末残高

(単位：円）

予 算 額 決 算 額 差 異 実施率 備 考

10,504,000 12,165,959 △1,661,959 116%

0 0 0 0%

3,550,000 4,585,000 △1,035,000 129%

3,550,000 4,585,000 △1,035,000 129%

主たる事務所受取入会金 3,250,000 4,225,000 △975,000 130% @65,000×65社

従たる事務所受取入会金 300,000 360,000 △60,000 120% @30,000×12社

6,954,000 7,134,375 △180,375 103%

6,954,000 7,134,375 △180,375 103%

主たる事務所受取会費 6,678,000 6,856,000 △178,000 103% @6,000×1,058社+新規入会者

従たる事務所受取会費 276,000 278,375 △2,375 101% @1,500×180社+新規入会者

0 0 0 0%

0 0 0 0%

0 0 0 0%

0 0 0 0%

0 0 0 0%

0 446,584 △446,584 0%

0 0 0 0%

0 446,584 △446,584 0% 分担金雑収益繰入れ

0 0 0 0%

10,902,660 10,532,576 370,084 97%

22,000 0 22,000 0%

20,000 0 20,000 0%

2,000 0 2,000 0%

116,000 0 116,000 0%

106,000 0 106,000 0%

3,000 0 3,000 0%

5,000 0 5,000 0%

2,000 0 2,000 0%

347,080 208,260 138,820 60%

5,080 2,540 2,540 50% 飲料費

181,000 50,620 130,380 28% 委員会費,役員執務交通費

5,000 0 5,000 0%

154,000 154,000 0 100% 弁護士顧問料

2,000 1,100 900 55% 振込手数料

191,080 136,651 54,429 72%

5,080 2,540 2,540 50% 飲料費

86,000 50,000 36,000 58% 委員会費,役員執務交通費

100,000 84,111 15,889 84% FAX一斉送信費

10,000 0 10,000 0%

8,000 0 8,000 0%

2,000 0 2,000 0%

12,000 0 12,000 0%

8,000 0 8,000 0%

受受取取補補助助金金等等

令令和和66年年度度収収支支状状況況表表((予予算算決決算算対対比比))
令令和和66年年44月月11日日～～令令和和77年年33月月3311日日

勘 定 科 目

経経常常収収益益

特特定定資資産産運運用用益益

受受取取入入会会金金

正会員受取入会金

受受取取会会費費

正会員受取会費

事事業業収収益益

研修会収益

1 旅費交通費

受受取取負負担担金金

受受取取寄寄付付金金

雑雑収収益益

受取手数料

雑収益

一一般般保保証証事事業業

経経常常費費用用

弁弁済済事事業業

1 旅費交通費

2 通信運搬費

求求償償事事業業

2 旅費交通費

2 通信運搬費

3 租税公課

4 支払手数料

苦苦情情処処理理事事業業

1 会議費

2 旅費交通費

3 通信運搬費

4 諸謝金

5 支払手数料

教教育育研研修修事事業業

1 会議費

3 通信運搬費

手手付付金金保保証証事事業業

1 旅費交通費

2 通信運搬費

手手付付金金等等保保管管事事業業

1 旅費交通費

－ 8 －



予 算 額 決 算 額 差 異 実施率 備 考

3,000 0 3,000 0%

1,000 0 1,000 0%

10,000 0 10,000 0%

8,000 0 8,000 0%

2,000 0 2,000 0%

120,000 124,300 △4,300 104%

119,000 123,860 △4,860 104% 議案書作成費,式次第･吊看板費用

1,000 440 560 44% 振込手数料

71,500 61,165 10,335 86%

19,500 10,500 9,000 54% マネーガード保険料

22,000 22,000 0 100% 法人税均等割

30,000 28,665 1,335 96% 振込手数料等

10,003,000 10,002,200 800 100%

3,000 2,200 800 73% 消費税負担分

10,000,000 10,000,000 0 100% 全日兵庫へ

△△339988,,666600 11,,663333,,338833 △△22,,003322,,004433 △△441100%%

0 0 0 0%

△△339988,,666600 11,,663333,,338833 △△22,,003322,,004433 △△441100%%

0 0 0 0%

0 0 0 0%

0 0 0 0%

0 0 0 0%

0 0 0 0%

0 0 0 0%

0 0 0 0%

0 0 0 0%

0 0 0 0%

0 0 0 0%

00 00 00 00%%

△398,660 1,633,383 △2,032,043 △△441100%%

24,710,595 22,180,217 2,530,378 90%

24,311,935 23,813,600 498,335 98%

2244,,331111,,993355 2233,,881133,,660000 449988,,333355 9988%%

総総会会費費

勘 定 科 目

2 通信運搬費

3 支払手数料

一一般般保保証証事事業業

1 旅費交通費

2 通信運搬費

当当期期経経常常増増減減額額

1 印刷製本費

2 支払手数料

事事務務局局費費

1 保険料

2 租税公課

3 支払手数料

共共通通

1 租税公課

2 支払負担金

評評価価損損益益等等調調整整前前当当期期経経常常増増減減額額

評価損益等

当期一般正味財産増減額

経常外収益

固定資産売却益

固定資産受贈益

過年度損益修正益

経常外費用

固定資産売却損

固定資産除却損

固定資産減損損失

災害損失

過年度損益修正損

当当期期経経常常外外増増減減額額

正正味味財財産産期期末末残残高高

一般正味財産期首残高

一般正味財産期末残高

当期指定正味財産増減額

指定正味財産期首残高

指定正味財産期末残高

(単位：円）

予 算 額 決 算 額 差 異 実施率 備 考

10,504,000 12,165,959 △1,661,959 116%

0 0 0 0%

3,550,000 4,585,000 △1,035,000 129%

3,550,000 4,585,000 △1,035,000 129%

主たる事務所受取入会金 3,250,000 4,225,000 △975,000 130% @65,000×65社

従たる事務所受取入会金 300,000 360,000 △60,000 120% @30,000×12社

6,954,000 7,134,375 △180,375 103%

6,954,000 7,134,375 △180,375 103%

主たる事務所受取会費 6,678,000 6,856,000 △178,000 103% @6,000×1,058社+新規入会者

従たる事務所受取会費 276,000 278,375 △2,375 101% @1,500×180社+新規入会者

0 0 0 0%

0 0 0 0%

0 0 0 0%

0 0 0 0%

0 0 0 0%

0 446,584 △446,584 0%

0 0 0 0%

0 446,584 △446,584 0% 分担金雑収益繰入れ

0 0 0 0%

10,902,660 10,532,576 370,084 97%

22,000 0 22,000 0%

20,000 0 20,000 0%

2,000 0 2,000 0%

116,000 0 116,000 0%

106,000 0 106,000 0%

3,000 0 3,000 0%

5,000 0 5,000 0%

2,000 0 2,000 0%

347,080 208,260 138,820 60%

5,080 2,540 2,540 50% 飲料費

181,000 50,620 130,380 28% 委員会費,役員執務交通費

5,000 0 5,000 0%

154,000 154,000 0 100% 弁護士顧問料

2,000 1,100 900 55% 振込手数料

191,080 136,651 54,429 72%

5,080 2,540 2,540 50% 飲料費

86,000 50,000 36,000 58% 委員会費,役員執務交通費

100,000 84,111 15,889 84% FAX一斉送信費

10,000 0 10,000 0%

8,000 0 8,000 0%

2,000 0 2,000 0%

12,000 0 12,000 0%

8,000 0 8,000 0%

受受取取補補助助金金等等

令令和和66年年度度収収支支状状況況表表((予予算算決決算算対対比比))
令令和和66年年44月月11日日～～令令和和77年年33月月3311日日

勘 定 科 目

経経常常収収益益

特特定定資資産産運運用用益益

受受取取入入会会金金

正会員受取入会金

受受取取会会費費

正会員受取会費

事事業業収収益益

研修会収益

1 旅費交通費

受受取取負負担担金金

受受取取寄寄付付金金

雑雑収収益益

受取手数料

雑収益

一一般般保保証証事事業業

経経常常費費用用

弁弁済済事事業業

1 旅費交通費

2 通信運搬費

求求償償事事業業

2 旅費交通費

2 通信運搬費

3 租税公課

4 支払手数料

苦苦情情処処理理事事業業

1 会議費

2 旅費交通費

3 通信運搬費

4 諸謝金

5 支払手数料

教教育育研研修修事事業業

1 会議費

3 通信運搬費

手手付付金金保保証証事事業業

1 旅費交通費

2 通信運搬費

手手付付金金等等保保管管事事業業

1 旅費交通費

－ 9 －



【【参参考考11】】

(単位：円）

現現金金 111166,,552299

普普通通預預金金 ((                                ))2277,,880022,,664477 ))

三井住友銀行兵庫県庁出張所 27,802,647

未未収収会会費費 ((                                ))117744,,000000 ))
令和6年度会費　本店23社 138,000
令和5年度会費　本店 6社 36,000

2288,,009933,,117766

電話加入権（1本） 70,000

そそのの他他固固定定資資産産合合計計 7700,,000000

7700,,000000

2288,,116633,,117766

前前受受金金 114422,,000000

(新規入会者入会金等）

預預りり金金 ((                                ))44,,220077,,557766 ))

弁済業務保証金分担金預り金(8社分） 4,207,576

4,349,576

0

00

44,,334499,,557766

2233,,881133,,660000

1. 重要な会計方針

（1）　固定資産の減価償却の方法

      　定額法により減価償却を行なっている。

（2）　消費税等の会計処理

　　　  消費税の会計処理は、税込処理によっている。

Ⅱ負債の部

財財    産産    目目    録録
令令和和77年年33月月3311日日現現在在

勘 定 科 目 金　　　　　　額

Ⅰ資産の部

１流動資産

流流動動資資産産合合計計

２固定資産

その他固定資産

固固定定資資産産計計

資資産産合合計計

   財 務 諸 表 に 対 す る 注 記

１流動負債

流流動動負負債債合合計計

２固定負債

固固定定負負債債合合計計

負負債債合合計計

正正味味財財産産
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【【参参考考11】】

(単位：円）

現現金金 111166,,552299

普普通通預預金金 ((                                ))2277,,880022,,664477 ))

三井住友銀行兵庫県庁出張所 27,802,647

未未収収会会費費 ((                                ))117744,,000000 ))
令和6年度会費　本店23社 138,000
令和5年度会費　本店 6社 36,000

2288,,009933,,117766

電話加入権（1本） 70,000

そそのの他他固固定定資資産産合合計計 7700,,000000

7700,,000000

2288,,116633,,117766

前前受受金金 114422,,000000

(新規入会者入会金等）

預預りり金金 ((                                ))44,,220077,,557766 ))

弁済業務保証金分担金預り金(8社分） 4,207,576

4,349,576

0

00

44,,334499,,557766

2233,,881133,,660000

1. 重要な会計方針

（1）　固定資産の減価償却の方法

      　定額法により減価償却を行なっている。

（2）　消費税等の会計処理

　　　  消費税の会計処理は、税込処理によっている。

Ⅱ負債の部

財財    産産    目目    録録
令令和和77年年33月月3311日日現現在在

勘 定 科 目 金　　　　　　額

Ⅰ資産の部

１流動資産

流流動動資資産産合合計計

２固定資産

その他固定資産

固固定定資資産産計計

資資産産合合計計

   財 務 諸 表 に 対 す る 注 記

１流動負債

流流動動負負債債合合計計

２固定負債

固固定定負負債債合合計計

負負債債合合計計

正正味味財財産産
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○○手手付付金金保保証証業業務務  

 

宅地建物取引業法第６４条の３第３項の規定に基づき、手付金保証金の支払請求が

あった場合は迅速かつ的確な処理に努める等、手付金保証業務の適切かつ確実な実施を

図るとともに当制度のＰＲ及び普及啓蒙を行う。 
 

○○一一般般保保証証業業務務  
 

宅地建物取引業に関し取引をした消費者等の利益の擁護を一層充実強化する目的から、

一般保証業務について運用体制の充実を図る。 

  

  

ⅡⅡ  そそのの他他のの活活動動事事業業のの実実施施  

  
○○広広報報関関係係業業務務  

  
公益社団法人全日本不動産協会兵庫県本部と連携し、業界の情報提供および広報活動

の充実を図るため、ホームページの維持管理及び機能追加を通じた会員向けサービス、

コンテンツの充実等に協力する。 
  

○○組組織織活活動動のの充充実実強強化化  
 

令和７年度正会員の入会目標数は下記のとおりとし、入会にあたっては公正な入会審査

を行い、優良会員の加入促進に努める。 

 入会目標数 予算上の算定数 

主たる事務所 ５５社 ５０社 

従たる事務所 １２ヶ所 １０ヶ所 

 

○○総総務務関関係係業業務務  
 

諸会議の開催計画 
第５２回定時総会 年１回 理事会 年７回 
常務理事会    年４回 
各種委員会 適 宜 

監査会 年２回 
役員会等 適 宜 

 

報報告告事事項項  ４４．．令令和和７７年年度度事事業業計計画画にに関関すするる件件  

  

令令和和７７年年度度兵兵庫庫県県本本部部事事業業活活動動計計画画書書  
 

自 令和 ７年 ４月 １日 

至 令和 ８年 ３月３１日 

 
ⅠⅠ  公公益益目目的的事事業業のの実実施施  

 

１１．．宅宅地地建建物物取取引引業業にに係係るる取取引引にに関関すするる紛紛争争をを解解決決すするる事事業業  

 

○○苦苦情情のの解解決決業業務務  
  

宅地建物取引業法第６４条の３並びに第６４条の５に基づく苦情の解決業務を確実に

実施し、会員が取り扱った宅地建物取引業に関する取引に対する一般消費者等からの苦

情申出について、取引相談委員会において迅速・適切な解決を図る。 
 

○○弁弁済済業業務務  
 

宅地建物取引業法第６４条の３並びに第６４条の８に基づく弁済業務を適正かつ確実

に実施し、会員と宅地建物取引業に関し取引をした者の有するその取引により生じた債

権に関し、取引相談委員会を開催し、認証上申審査を行い迅速な処理に努める。 
 

○○求求償償業業務務  
 

総本部と連携強化を図り、求償債務者に対する資産調査・情報収集等を行い求償債務

者の状況に応じた活動により、効率的な求償債権の回収に努める。 

 
 

２２．．宅宅地地建建物物取取引引業業にに関関すするる研研修修事事業業  

  

○○教教育育研研修修（（法法定定研研修修））業業務務  
 

宅地建物取引業法第６４条の３並びに第６４条の６に基づき、会員その他の宅地建物

取引業の業務に従事し、又は従事しようとする者に対し、宅地建物取引業に必要な知識

及び能力についての研修を実施し、宅地建物取引に関する紛争を未然に予防し、もって、

消費者の利益を保護するとともに宅地建物取引業の適正な運営と取引の公正を確保する

ため、研修会実施要綱に基づき研修会を実施する。 
また、会員の利便性と受講率向上を図るため、ｅラーニングを活用した研修会を併せ

て実施する。 
    ・法定研修会（特別研修会の内容を含む）を受講者の利便を考慮し実施する。 
 

 

３３．．そそのの他他宅宅地地建建物物取取引引業業にに係係るる取取引引にに関関すするる紛紛争争のの予予防防又又はは解解決決にに資資すするる事事業業  

  

○○手手付付金金等等保保管管事事業業  
 

宅地建物取引業法第６４条の３第２項の規定に基づき、手付金等保管事業の適正かつ

確実な実施を図るとともに当制度のＰＲ及び普及啓蒙を行う。 
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○○手手付付金金保保証証業業務務  

 

宅地建物取引業法第６４条の３第３項の規定に基づき、手付金保証金の支払請求が

あった場合は迅速かつ的確な処理に努める等、手付金保証業務の適切かつ確実な実施を

図るとともに当制度のＰＲ及び普及啓蒙を行う。 
 

○○一一般般保保証証業業務務  
 

宅地建物取引業に関し取引をした消費者等の利益の擁護を一層充実強化する目的から、

一般保証業務について運用体制の充実を図る。 

  

  

ⅡⅡ  そそのの他他のの活活動動事事業業のの実実施施  

  
○○広広報報関関係係業業務務  

  
公益社団法人全日本不動産協会兵庫県本部と連携し、業界の情報提供および広報活動

の充実を図るため、ホームページの維持管理及び機能追加を通じた会員向けサービス、

コンテンツの充実等に協力する。 
  

○○組組織織活活動動のの充充実実強強化化  
 

令和７年度正会員の入会目標数は下記のとおりとし、入会にあたっては公正な入会審査

を行い、優良会員の加入促進に努める。 

 入会目標数 予算上の算定数 

主たる事務所 ５５社 ５０社 

従たる事務所 １２ヶ所 １０ヶ所 

 

○○総総務務関関係係業業務務  
 

諸会議の開催計画 
第５２回定時総会 年１回 理事会 年７回 
常務理事会    年４回 
各種委員会 適 宜 

監査会 年２回 
役員会等 適 宜 

 

報報告告事事項項  ４４．．令令和和７７年年度度事事業業計計画画にに関関すするる件件  

  

令令和和７７年年度度兵兵庫庫県県本本部部事事業業活活動動計計画画書書  
 

自 令和 ７年 ４月 １日 

至 令和 ８年 ３月３１日 

 
ⅠⅠ  公公益益目目的的事事業業のの実実施施  

 

１１．．宅宅地地建建物物取取引引業業にに係係るる取取引引にに関関すするる紛紛争争をを解解決決すするる事事業業  

 

○○苦苦情情のの解解決決業業務務  
  

宅地建物取引業法第６４条の３並びに第６４条の５に基づく苦情の解決業務を確実に

実施し、会員が取り扱った宅地建物取引業に関する取引に対する一般消費者等からの苦

情申出について、取引相談委員会において迅速・適切な解決を図る。 
 

○○弁弁済済業業務務  
 

宅地建物取引業法第６４条の３並びに第６４条の８に基づく弁済業務を適正かつ確実

に実施し、会員と宅地建物取引業に関し取引をした者の有するその取引により生じた債

権に関し、取引相談委員会を開催し、認証上申審査を行い迅速な処理に努める。 
 

○○求求償償業業務務  
 

総本部と連携強化を図り、求償債務者に対する資産調査・情報収集等を行い求償債務

者の状況に応じた活動により、効率的な求償債権の回収に努める。 

 
 

２２．．宅宅地地建建物物取取引引業業にに関関すするる研研修修事事業業  

  

○○教教育育研研修修（（法法定定研研修修））業業務務  
 

宅地建物取引業法第６４条の３並びに第６４条の６に基づき、会員その他の宅地建物

取引業の業務に従事し、又は従事しようとする者に対し、宅地建物取引業に必要な知識

及び能力についての研修を実施し、宅地建物取引に関する紛争を未然に予防し、もって、

消費者の利益を保護するとともに宅地建物取引業の適正な運営と取引の公正を確保する

ため、研修会実施要綱に基づき研修会を実施する。 
また、会員の利便性と受講率向上を図るため、ｅラーニングを活用した研修会を併せ

て実施する。 
    ・法定研修会（特別研修会の内容を含む）を受講者の利便を考慮し実施する。 
 

 

３３．．そそのの他他宅宅地地建建物物取取引引業業にに係係るる取取引引にに関関すするる紛紛争争のの予予防防又又はは解解決決にに資資すするる事事業業  

  

○○手手付付金金等等保保管管事事業業  
 

宅地建物取引業法第６４条の３第２項の規定に基づき、手付金等保管事業の適正かつ

確実な実施を図るとともに当制度のＰＲ及び普及啓蒙を行う。 
  

－ 13 －



当期予算額 前期予算額 増　減 備　考

663322,,000000 112200,,000000 551122,,000000

250,000 0 250,000 総会懇親会飲食費

10,000 0 10,000

160,000 119,000 41,000 議案書代、式次第・吊看板

160,000 0 160,000 総会・懇親会会場費

20,000 0 20,000 手土産代

30,000 0 30,000 懇親会レセプタント費用

2,000 1,000 1,000 振込手数料

7711,,550000 7711,,550000 00

19,500 19,500 0 マネーガード保険料

22,000 22,000 0 法人均等割税

30,000 30,000 0 振込手数料等

1100,,000033,,000000 1100,,000033,,000000 00

3,000 3,000 0 消費税負担分

10,000,000 10,000,000 0 全日兵庫へ支払負担金

△△663399,,116600 △△339988,,666600 △△224400,,550000

0 0 0

△△663399,,116600 △△339988,,666600 △△224400,,550000

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

00 00 00

△639,160 △398,660 △240,500

23,197,322 24,710,595 △1,513,273

22,558,162 24,311,935 △1,753,773

2222,,555588,,116622 2244,,331111,,993355 △△11,,775533,,777733

当期指定正味財産増減額

指定正味財産期首残高

指定正味財産期末残高

正正味味財財産産期期末末残残高高

過年度損益修正損

当当期期経経常常外外増増減減額額

当期一般正味財産増減額

一般正味財産期首残高

一般正味財産期末残高

過年度損益修正益

経常外費用

固定資産売却損

固定資産除却損

固定資産減損損失

災害損失

評評価価損損益益等等調調整整前前当当期期経経常常増増減減額額

評価損益等

当当期期経経常常増増減減額額

経常外収益

固定資産売却益

固定資産受贈益

事事務務局局費費

1 保険料

2 租税公課

3 支払手数料

共共通通

1 租税公課

2 支払負担金

2 消耗品費

3 印刷製本費

4 賃借料

5 渉外費

6 委託費

7 支払手数料

総総会会費費

1 会議費

勘　定　科　目当期予算額 前期予算額 増　減 備　考

1100,,880022,,550000 1100,,550044,,000000 229988,,550000

0 0 0

33,,555500,,000000 33,,555500,,000000 00

33,,555500,,000000 33,,555500,,000000 00

主たる事務所受取入会金 3,250,000 3,250,000 0 @65,000×50社

従たる事務所受取入会金 300,000 300,000 0 @30,000×10社

77,,225522,,550000 66,,995544,,000000 229988,,550000

77,,225522,,550000 66,,995544,,000000 229988,,550000

主たる事務所受取会費 6,972,000 6,678,000 294,000 @6,000×1,138社+新規入会者

従たる事務所受取会費 280,500 276,000 4,500 @1,500×182社+新規入会者

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

1111,,444411,,666600 1100,,990022,,666600 553399,,000000

2222,,000000 2222,,000000 00

20,000 20,000 0 役員執務交通費

2,000 2,000 0 郵送料

8800,,000000 111166,,000000 △△3366,,000000

70,000 106,000 △36,000 役員執務交通費

3,000 3,000 0 郵送料

5,000 5,000 0 収入印紙代等

2,000 2,000 0 振込手数料

338811,,008800 334477,,008800 3344,,000000

5,080 5,080 0 飲料費

215,000 181,000 34,000 役員執務交通費

5,000 5,000 0 郵送料

154,000 154,000 0 顧問弁護士謝礼金・講師料

2,000 2,000 0 振込手数料

222200,,008800 119911,,008800 2299,,000000

5,080 5,080 0 飲料費

96,000 86,000 10,000 役員執務交通費

119,000 100,000 19,000 FAX通信費、郵送料

1100,,000000 1100,,000000 00

8,000 8,000 0 役員執務交通費

2,000 2,000 0 郵送料

1122,,000000 1122,,000000 00

8,000 8,000 0 役員執務交通費

3,000 3,000 0 郵送料

1,000 1,000 0 振込手数料

1100,,000000 1100,,000000 00

8,000 8,000 0 役員執務交通費

2,000 2,000 0 郵送料

報報告告事事項項　　５５．．令令和和７７年年度度収収支支予予算算にに関関すするる件件

令令和和７７年年度度収収支支状状況況表表((予予算算書書））
令令和和77年年44月月11日日～～令令和和88年年33月月3311日日

（単位：円）

勘　定　科　目

経経常常収収益益

特定資産運用益

受受取取入入会会金金

正正会会員員受受取取入入会会金金

受受取取会会費費

正正会会員員受受取取会会費費

事業収益

研修会収益

受取補助金等

受取負担金

受取寄付金

雑収益

一般保証事業

経経常常費費用用

弁弁済済事事業業

1 旅費交通費

2 通信運搬費

求求償償事事業業

1 旅費交通費

2 通信運搬費

3 租税公課

4 支払手数料

苦苦情情処処理理事事業業

1 会議費

2 旅費交通費

2 通信運搬費

3 支払手数料

3 通信運搬費

4 諸謝金

5 支払手数料

教教育育研研修修事事業業

1 会議費

2 旅費交通費

一一般般保保証証事事業業

1 旅費交通費

2 通信運搬費

3 通信運搬費

手手付付金金保保証証事事業業

1 旅費交通費

2 通信運搬費

手手付付金金等等保保管管事事業業

1 旅費交通費
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当期予算額 前期予算額 増　減 備　考

663322,,000000 112200,,000000 551122,,000000

250,000 0 250,000 総会懇親会飲食費

10,000 0 10,000

160,000 119,000 41,000 議案書代、式次第・吊看板

160,000 0 160,000 総会・懇親会会場費

20,000 0 20,000 手土産代

30,000 0 30,000 懇親会レセプタント費用

2,000 1,000 1,000 振込手数料

7711,,550000 7711,,550000 00

19,500 19,500 0 マネーガード保険料

22,000 22,000 0 法人均等割税

30,000 30,000 0 振込手数料等

1100,,000033,,000000 1100,,000033,,000000 00

3,000 3,000 0 消費税負担分

10,000,000 10,000,000 0 全日兵庫へ支払負担金

△△663399,,116600 △△339988,,666600 △△224400,,550000

0 0 0

△△663399,,116600 △△339988,,666600 △△224400,,550000

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

00 00 00

△639,160 △398,660 △240,500

23,197,322 24,710,595 △1,513,273

22,558,162 24,311,935 △1,753,773

2222,,555588,,116622 2244,,331111,,993355 △△11,,775533,,777733

当期指定正味財産増減額

指定正味財産期首残高

指定正味財産期末残高

正正味味財財産産期期末末残残高高

過年度損益修正損

当当期期経経常常外外増増減減額額

当期一般正味財産増減額

一般正味財産期首残高

一般正味財産期末残高

過年度損益修正益

経常外費用

固定資産売却損

固定資産除却損

固定資産減損損失

災害損失

評評価価損損益益等等調調整整前前当当期期経経常常増増減減額額

評価損益等

当当期期経経常常増増減減額額

経常外収益

固定資産売却益

固定資産受贈益

事事務務局局費費

1 保険料

2 租税公課

3 支払手数料

共共通通

1 租税公課

2 支払負担金

2 消耗品費

3 印刷製本費

4 賃借料

5 渉外費

6 委託費

7 支払手数料

総総会会費費

1 会議費

勘　定　科　目当期予算額 前期予算額 増　減 備　考

1100,,880022,,550000 1100,,550044,,000000 229988,,550000

0 0 0

33,,555500,,000000 33,,555500,,000000 00

33,,555500,,000000 33,,555500,,000000 00

主たる事務所受取入会金 3,250,000 3,250,000 0 @65,000×50社

従たる事務所受取入会金 300,000 300,000 0 @30,000×10社

77,,225522,,550000 66,,995544,,000000 229988,,550000

77,,225522,,550000 66,,995544,,000000 229988,,550000

主たる事務所受取会費 6,972,000 6,678,000 294,000 @6,000×1,138社+新規入会者

従たる事務所受取会費 280,500 276,000 4,500 @1,500×182社+新規入会者

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

1111,,444411,,666600 1100,,990022,,666600 553399,,000000

2222,,000000 2222,,000000 00

20,000 20,000 0 役員執務交通費

2,000 2,000 0 郵送料

8800,,000000 111166,,000000 △△3366,,000000

70,000 106,000 △36,000 役員執務交通費

3,000 3,000 0 郵送料

5,000 5,000 0 収入印紙代等

2,000 2,000 0 振込手数料

338811,,008800 334477,,008800 3344,,000000

5,080 5,080 0 飲料費

215,000 181,000 34,000 役員執務交通費

5,000 5,000 0 郵送料

154,000 154,000 0 顧問弁護士謝礼金・講師料

2,000 2,000 0 振込手数料

222200,,008800 119911,,008800 2299,,000000

5,080 5,080 0 飲料費

96,000 86,000 10,000 役員執務交通費

119,000 100,000 19,000 FAX通信費、郵送料

1100,,000000 1100,,000000 00

8,000 8,000 0 役員執務交通費

2,000 2,000 0 郵送料

1122,,000000 1122,,000000 00

8,000 8,000 0 役員執務交通費

3,000 3,000 0 郵送料

1,000 1,000 0 振込手数料

1100,,000000 1100,,000000 00

8,000 8,000 0 役員執務交通費

2,000 2,000 0 郵送料

報報告告事事項項　　５５．．令令和和７７年年度度収収支支予予算算にに関関すするる件件

令令和和７７年年度度収収支支状状況況表表((予予算算書書））
令令和和77年年44月月11日日～～令令和和88年年33月月3311日日

（単位：円）

勘　定　科　目

経経常常収収益益

特定資産運用益

受受取取入入会会金金

正正会会員員受受取取入入会会金金

受受取取会会費費

正正会会員員受受取取会会費費

事業収益

研修会収益

受取補助金等

受取負担金

受取寄付金

雑収益

一般保証事業

経経常常費費用用

弁弁済済事事業業

1 旅費交通費

2 通信運搬費

求求償償事事業業

1 旅費交通費

2 通信運搬費

3 租税公課

4 支払手数料

苦苦情情処処理理事事業業

1 会議費

2 旅費交通費

2 通信運搬費

3 支払手数料

3 通信運搬費

4 諸謝金

5 支払手数料

教教育育研研修修事事業業

1 会議費

2 旅費交通費

一一般般保保証証事事業業

1 旅費交通費

2 通信運搬費

3 通信運搬費

手手付付金金保保証証事事業業

1 旅費交通費

2 通信運搬費

手手付付金金等等保保管管事事業業

1 旅費交通費

－ 15 －



 

 
 
 

決決議議事事項項  

第第 11号号議議案案  総総本本部部代代議議員員選選出出にに関関すするる件件  

  

  

総本部総会を構成する代議員選出については、各地区選挙会において選出された兵庫県本

部代議員より、立候補者及び推薦候補者を集約の上、当本部定時総会当日に上程いたします。 

なお、兵庫県本部の割当代議員数は 12名です。 

－ 17 －



第第２２号号議議案案  兵兵庫庫県県本本部部役役員員のの選選任任にに関関すするる件件  
 

公益社団法人不動産保証協会地方本部の組織及び運営に関する規則第２２条、兵庫県

本部組織運営細則第３条に基づき選任された役員候補者は次の通りである。 
 

① 兵庫県本部理事３０名の選任 
 商    号 氏  名 所属地区 
1 山陽ホーム㈱ 正田 雅史 

姫路地区 

2 甲ハウジング 木村眞比古 
3 ㈱東郷 東郷  進 
4 サンキュー・ホームズ㈱ 田中 丈晴 
5 関西不動産本舗㈱ 鳥居 悦子 
6 ㈱シティライフ 髙井 由美 
7 マインズ不動産販売 皐  淳一 
8 かみや不動産㈱ 東山 明弘 
9 第一住建㈱ 南村 忠敬 

神戸地区 

10 ㈱大超住建 篠田 秀樹 
11 アクセルホーム 中尾 正人 
12 ㈱ケイズホーム 三坂 和己 
13 アドヴァンス不動産㈱ 奥田 博章 
14 ㈲ハウスワーク 藤之原伸子 
15 ㈲池田建築事務所 司 みゆき 
16 ㈱ライブトラスト 戸田 光信 
17 タン・コンサルティング㈱ 丹  信貴 
18 Grand Life Partners㈱ 竹田 祐介 
19 クラージュ㈱ 八木 祐樹 
20 ㈱cross over 川端 孝典 
21 ㈱エヌズエステート 西山 浩人 
22 ㈱エステートハウジング 塚本 芳行 

阪神地区 

23 ㈱フェアリンク 吉川 裕昭 
24 ㈲ひまわり商会 平川竜太郎 
25 ㈲おくでん 桑田 佳典 
26 ㈱エイジ 森岡 和則 
27 ㈲武庫川住研 鈴木 治郎 
28 ㈲ACT 髙橋 亮雄 
29 ㈲山川土地建物 山川  智 
30 ㈲ホームズ SeeBee 瀧野 寛之 

 

② 兵庫県本部監事３名の選任 
 商    号 氏  名 所属地区 

1 オフィス・マオ 玉田 裕子 姫路地区 
2 水野産業㈲ 水野 裕行 神戸地区 
3 ㈲塚本企画 塚本弥寿彦 阪神地区 

以 上 

第第３３号号議議案案  総総本本部部理理事事候候補補者者のの選選出出にに関関すするる件件  
 

 

 

当日、上程いたします。 

－ 18 －



第第２２号号議議案案  兵兵庫庫県県本本部部役役員員のの選選任任にに関関すするる件件  
 

公益社団法人不動産保証協会地方本部の組織及び運営に関する規則第２２条、兵庫県

本部組織運営細則第３条に基づき選任された役員候補者は次の通りである。 
 

① 兵庫県本部理事３０名の選任 
 商    号 氏  名 所属地区 
1 山陽ホーム㈱ 正田 雅史 

姫路地区 

2 甲ハウジング 木村眞比古 
3 ㈱東郷 東郷  進 
4 サンキュー・ホームズ㈱ 田中 丈晴 
5 関西不動産本舗㈱ 鳥居 悦子 
6 ㈱シティライフ 髙井 由美 
7 マインズ不動産販売 皐  淳一 
8 かみや不動産㈱ 東山 明弘 
9 第一住建㈱ 南村 忠敬 

神戸地区 

10 ㈱大超住建 篠田 秀樹 
11 アクセルホーム 中尾 正人 
12 ㈱ケイズホーム 三坂 和己 
13 アドヴァンス不動産㈱ 奥田 博章 
14 ㈲ハウスワーク 藤之原伸子 
15 ㈲池田建築事務所 司 みゆき 
16 ㈱ライブトラスト 戸田 光信 
17 タン・コンサルティング㈱ 丹  信貴 
18 Grand Life Partners㈱ 竹田 祐介 
19 クラージュ㈱ 八木 祐樹 
20 ㈱cross over 川端 孝典 
21 ㈱エヌズエステート 西山 浩人 
22 ㈱エステートハウジング 塚本 芳行 

阪神地区 

23 ㈱フェアリンク 吉川 裕昭 
24 ㈲ひまわり商会 平川竜太郎 
25 ㈲おくでん 桑田 佳典 
26 ㈱エイジ 森岡 和則 
27 ㈲武庫川住研 鈴木 治郎 
28 ㈲ACT 髙橋 亮雄 
29 ㈲山川土地建物 山川  智 
30 ㈲ホームズ SeeBee 瀧野 寛之 

 

② 兵庫県本部監事３名の選任 
 商    号 氏  名 所属地区 

1 オフィス・マオ 玉田 裕子 姫路地区 
2 水野産業㈲ 水野 裕行 神戸地区 
3 ㈲塚本企画 塚本弥寿彦 阪神地区 

以 上 

第第３３号号議議案案  総総本本部部理理事事候候補補者者のの選選出出にに関関すするる件件  
 

 

 

当日、上程いたします。 

－ 19 －



 
 

 

【【参参考考】】令令和和６６年年度度 公公益益社社団団法法人人不不動動産産保保証証協協会会兵兵庫庫県県本本部部  役役員員名名簿簿 
 

理事３０名、監事３名 

（令和７年３月３１日現在） 

役職名 氏 名 所属地区 

本部長  南村 忠敬 神戸 

副本部長 綱紀委員長 正田 雅史 姫路 

副本部長  木村眞比古 姫路 

副本部長  篠田 秀樹 神戸 

専務理事  東郷  進 姫路 

専務理事  塚本 芳行 阪神 

常務理事  田中 丈晴 姫路 

常務理事  鳥居 悦子 姫路 

常務理事 財務委員長 三坂 和己 神戸 

常務理事 
総務委員長、取引相談委員長、求償委員長、 

手付金保証業務・手付金等保管業務委員長 
奥田 博章 神戸 

常務理事 教育研修委員長 司 みゆき 神戸 

常務理事 組織委員長、広報委員長 戸田 光信 神戸 

常務理事 入会審査委員長 竹田 祐介 神戸 

常務理事  桑田 佳典 阪神 

理事  髙井 由美 姫路 

理事  皐  淳一 姫路 

理事  東山 明弘 姫路 

理事  栗野 昌江 神戸 

理事  中尾 正人 神戸 

理事  坪田由紀夫 神戸 

理事  米原 大輔 神戸 

理事  藤之原伸子 神戸 

理事  丹  信貴 神戸 

理事  月城  浩 阪神 

理事  吉川 裕昭 阪神 

理事  平川竜太郎 阪神 

理事  森岡 和則 阪神 

理事  山川  智 阪神 

理事  鈴木 治郎 阪神 

理事  髙橋 亮雄 阪神 

監事  玉田 裕子 姫路 

監事  水野 裕行 神戸 

監事  塚本弥寿彦 阪神 

－ 20 －
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令和 7年 5月 20日（火） 
ANAクラウンプラザホテル神戸 
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